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はじめに 

 

 

近年、良好な景観に関する国民の意識・関心の高まりや、景観法（平成１６年

法律第１１０号）の制定をはじめとする良好な景観の形成の促進に資する制度の

充実を受け、地方公共団体において、地域の良好な景観の形成の促進のため、建

築物や工作物の形態意匠、高さ等に対する規制（以下「景観規制」という。）を導

入し、あるいは導入を検討する例が多く見られる。 

こうした景観規制は、地域の良好な景観形成の促進につながる一方で、生活環

境や経済活動に対してプラスとマイナスの両面の効果を及ぼすものと考えられる。

特に大都市部においては、このような規制を導入することにより「結果として容

積率や建築物の高さなど希少な都市空間を過度に抑制する方向で機能しないよう、

景観価値と景観価値を守ることにより失われる利益の双方を分析する」（「規制改

革・民間開放の推進に関する第２次答申」平成17年12月21日（規制改革・民間

開放推進会議）、「規制改革・民間開放推進３か年計画（再改定）」平成１８年３月

３１日（閣議決定））ことが望まれる。そこで、このような手法について検討し、

その方法について広く情報提供を行うことが必要である。 

本資料は、このような認識の下、「景観に係る建築規制の分析手法に関する研究

会」において平成17年 4月より平成19年 1月まで検討された成果に基づき、景

観規制等に携わる実務担当者が、規制の分析を開始しようとする際のマニュアル

として活用されることを願い、特に、低層住宅が主体である市街地において中高

層マンション等の建設に伴う建築紛争の防止を目的とした「絶対高さ制限」の効

果につき、ヘドニック法を用いて分析する方法の基礎を紹介することを目的にま

とめたものである。 
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Ⅰ 景観規制の分析の目的と手法 
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Ⅰ－１ 分析の目的 

建築物に対する景観規制は、建築物の形態意匠、高さ、壁面の位置等の制限が一般的で

あるが、こうした規制が導入されることにより、地域の景観形成のみならず、生活環境や

経済活動に対してもプラス、マイナス両面の効果を及ぼすこととなる。 

プラスの効果として考えられることには、景観規制により調和のとれた街並みが形成さ

れること、圧迫感のある建築物が出現しないこと、地域のシンボル的な景観や眺望が確保

されること、日照・通風が増加すること（これらを総称し、外部経済と言う。）及びこれら

により地域への来訪者や観光客が増加し、地域の商業収益や観光収益の増加が期待できる

こと等がある。 

一方、マイナスの効果として考えられることには、建築の自由度が減少すること、場合

によっては建築コストの増加を招くことがあり、過度の規制を行えば、容積率や建築物の

高さなど希少な都市空間を過度に抑制する方向で機能し、結果として土地利用が抑制され、

地域の経済活動が制約されるおそれがあること等がある。 

 

表－1  建築物に対する景観規制による主なプラスの効果、マイナスの効果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

図－1  建築物の高さ規制によるプラスの効果、マイナスの効果の例 

○土地の有効利用

建
築
物
の
高
さ
制
限

●土地利用の抑制

○日照、通風の確保
○眺望の確保
○圧迫感の低減

●日照、通風の阻害
●眺望の阻害
●許容限度を超える
　圧迫感

建築物に対する
景観規制の内容

プラスの効果 マイナスの効果

・高さ制限 ・調和のとれた街並みの形成 ・利用可能容積の減少

・壁面の位置の指定 ・歴史的な街並みの保全 ・建築の自由度の減少

・最低敷地規模 ・眺望の確保 ・建築コストの増加

・形態意匠 ・シンボル的景観価値の保全

・色彩 ・圧迫感の減少

・材質 ・日照、通風の増加

・来訪者、観光客の増加による
　商業収益、観光収益の増加
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このようなことから、建築物に対する景観規制の導入の可否やその対象・内容・程度を

検討するにあたっては、次の点に留意すべきである。 

 
① 景観規制の目的を明らかにするとともに、その根拠を明確にするため、規制対象市街

地の土地利用や景観の目標像を定めつつ検討する。 

 
② 景観規制によるプラス、マイナス両面の効果について、できる限りその大きさ、影響

範囲等を比較分析し、バランスのとれた規制内容となるように検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2  景観規制によるプラスの効果とマイナスの効果の比較 

 
③ 景観規制は、地域の人々の生活や経済活動に直接の影響を及ぼすものであることから、

適切な内容となるよう、また実効ある運用が図られるよう、地域ニーズを的確に把握す

るとともに、地域の合意形成に努めつつ検討する。 
 
景観規制の効果の分析は、規制によるプラス、マイナス両面の効果について、できる限

りその大きさ、影響範囲等を比較分析することを目的としている。 
 

景観規制のプラスの効果 景観規制のマイナスの効果

プラスの効果とマイナスの効果を比較、分析

新たな景観規制
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Ⅰ－２ 分析の手法 

Ⅰ－２－１ 代表的な分析手法 

建築物に対する景観規制によるプラス、マイナス両面の効果の分析は、できるだけ定量

的に行うことが望ましいが、その方法としては、規制による社会的な費用と便益を推計し

比較する「費用便益分析」が一般的である。 

 

（１）費用 

景観規制の費用便益分析における社会的な費用は、表－1 のマイナスの効果に示すとお

り、規制により建築の自由度や利用可能な容積が減少するために失われる収益（賃料、地

代、地価等）及び規制により上昇する建築コストが主なものである。 

 

（２）便益 

景観規制の費用便益分析における社会的な便益は、表－1のプラスの効果に示すとおり、

規制による外部経済としての地域の環境の整備・保全効果及び地域の商業収益や観光収益

の増加額である。 

外部経済を評価するための代表的な手法としては、ヘドニック法、仮想市場法（ＣＶＭ）、

コンジョイント分析、トラベルコスト法、代替法等がある（表－2参照）。 

 

表－2 景観規制に係る外部経済評価の主な手法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

名 称 手法の概要 長 所 短 所

ヘドニック法

地域の景観の価値は地価に反映される
という仮定の下で、景観要素を含めた
説明変数を用いて地価関数を推定し、
景観規制があった場合となかった場合
の地価の差をもとに分析する方法。

主観的要素の多い景観分析
において、客観的データを用
いた分析ができる。

地価に反映されていない景
観要素は分析できないため、
過小評価になる恐れがある。

仮想市場法
(CVM)

景観規制よる景観の変化を具体的に回
答者に説明した上で、その景観の変化
に対してどの程度の額を支払う意思を
持っているか（支払意思額）をアンケート
により直接的に質問し、その結果をもと
に統計的に分析する方法。

景観に係る全ての要素を分
析できる。

分析指標がアンケート調査に
基づく支払意思額であり、必
ずしも回答者の真意を反映
できない。
アンケートの作り方や総便益
の算定方法によって、結果に
様々なバイアスがかかる危
険性がある。

コンジョイント分析

アンケートにより景観規制の代替案の
組合わせから、最も良いと思われる組
合せを回答者に選んでもらい、その結
果をもとに統計的に分析する。
支払意思額の分析も可能である。

景観に係る全ての要素を分
析できる。
景観に係る複数の要素を同
時に分析できる。

アンケートの作り方によって、
回答に様々なバイアスがか
けられる危険性がある。

トラベルコスト法

来訪者は、対象地域までの移動費用を
かけてまでも対象地域の景観を眺める
価値があると認めているという前提のも
とで、対象地域までの移動費用（料金、
所要時間）を調査して、その費用を対象
地域の景観価値として分析する方法。

景観価値を総合的に分析で
きる。

外部不経済が測れない。
景観以外を目的とした行動
が含まれ、過大評価になる恐
れがある。

代替法

景観規制により生じる便益を、それと同
じだけの便益が得られる代替可能な市
場財で置換えたとき、その市場財を購
入するための増加額で分析する方法。

景観価値を総合的に分析で
きる。

景観価値の適切な代替財が
考えにくい。
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Ⅰ－２－２ 手法の選定 

景観規制の効果を分析する場合、規制の目的、内容、対象等への適合性、必要なデータ

の入手可能性、分析作業の負担、結果の客観性等を総合的に勘案し、最も適切な手法を選

定する必要がある。 

例えば、表－2 に示す手法のうちヘドニック法は、表－1 で示した景観規制の効果の中

でも「圧迫感の減少」、「日照、通風の増加」のように、規制効果の定量化がある程度可能

なものについての分析に特に適している。「来訪者、観光客の増加による商業収益、観光収

益の増加」についてあわせて分析することもできる。対象地域の状況や定量化が可能であ

れば、「眺望の確保」についても分析可能である。しかし、文化的・抽象的な価値としてと

らえられる「歴史的な街並みの保全」「調和のとれた街並みの形成」「シンボル的景観価値

の保全」については分析が困難である（ただし、一部の伝統的建造物群保存地区では周辺

の地区と比較し地価水準が高いという分析結果がある。）。このほか、建築物の意匠や色彩、

材質等の景観要素についても、規制効果の定量化が困難なことから分析が困難である。し

たがって、ヘドニック法は、低層住宅が主体の市街地における中高層マンション等の建設

に伴う建築紛争の防止を潜在的な目的とした高さ規制などの分析に特に適した手法である。 

規制効果の定量化が困難な場合の分析では、仮想市場法（ＣＶＭ）又はコンジョイント

分析を用いることも考えられるが、この場合は、分析結果にバイアスがかかることがない

よう、アンケートの作り方や総便益の算定方法について、客観性を確保するために十分な

注意が必要であるとともに、定量的に評価できる要素がある場合は、ヘドニック法により

その効果を算定すべきである。 
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Ⅱ 景観規制の分析の概要と手順 
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Ⅱ－１ 分析の概要 

 本マニュアルは、低層住宅が主体の市街地における中高層マンション等の建設に伴う建

築紛争の防止を潜在的な目的とした「絶対高さ制限」の効果をヘドニック法を用いて分析

する方法について記載する。 

「絶対高さ制限」の社会的な費用は、「絶対高さ制限」により、敷地の有効使用が制限

されることによる当該敷地の収益還元地価の下落額として算定できる。 
一方、便益は、「絶対高さ制限」により、良好な景観等の環境が保全、改善されること

による周辺地域の地価上昇額として算定できる。 
図－3に示すとおり、「絶対高さ制限」の社会的な費用と便益を算定し、費用を上回る便

益があれば、「絶対高さ制限」の内容が妥当であると評価できる。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3  「絶対高さ制限」による社会的な費用と便益の比較 

 

Ⅱ－１－１ ヘドニック法を用いた便益の算定 

ヘドニック法は、「絶対高さ制限」による便益の算定に用いる。ヘドニック法は、地域

のアメニティや環境質、社会資本、公共サービスなどの価値は地域の地価に帰着するとい

う前提で組立てられている分析手法である。 

一般に、「絶対高さ制限」により良好な景観が形成され、地域の環境が良くなれば、地

域の地価が高くなることから、「絶対高さ制限」による便益の算定にヘドニック法を用いる

ことは適当である。 

分析対象区域における「絶対高さ制限」による景観の変化に係る変数を含むいくつかの

変数の現況データを用い、分析対象区域の現在の地価を説明する地価関数を推計し、推計

された地価関数に「絶対高さ制限」が無い場合と有る場合の変数を代入することにより、

規制対象敷地周辺地域の
環境の改善・保全

規制対象敷地の
有効使用の制限

規制対象敷地周辺地域の
地価の上昇

規制対象敷地の
収益還元地価の下落

地価の上昇額 収益還元地価の下落額

「絶対高さ制限」による
便益

「絶対高さ制限」による
費用

絶対高さ制限

費用と便益の比較
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「絶対高さ制限」が無い場合と有る場合の地価が推計でき、その差分が、「絶対高さ制限」

により地域の環境が良くなったことの効果（便益）であると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 「絶対高さ制限」を行うことによる社会的な便益の算定方法 

 

Ⅱ－１－２ 収益還元地価を用いた費用の算定 

「絶対高さ制限」を行うことによる社会的な費用は、図－5に示すとおり規制対象敷地

において「絶対高さ制限」を適用した場合の敷地の最有効使用建築物の賃料収入に基づく

収益還元地価と現行建築規制下における敷地の最有効使用建築物の賃料収入に基づく収益

還元地価の差分により算定することができる。収益還元地価は、「不動産鑑定評価基準」に

従い、ＤＣＦ法（Discounted Cash Flow法：対象不動産の保有期間中に得られる純収益と

期間満了後の売却によって得られると予測される価値を現在価値に割り戻して足し上げる

方法）により算定する。 

「絶対高さ制限」により収益還元地価が下落する要因としては、次の2つのケースが想

定される。 

 

ケース１：延べ面積の減少 

「絶対高さ制限」により現行建築規制下と比較し、最有効使用建築物の延べ面積

が減少し賃料収入が減少することで収益還元地価が下落する。 

また、延べ面積の減少は一般的に工事費単価の上昇を招き、減価償却費が増加す

ることで収益還元地価が下落する。 

ケース2：建築物の高さの制約 

「絶対高さ制限」により現行建築規制下と比較し、最有効使用建築物の延べ面積

は変化しないが、建築物の高さが制約され、建築物としての魅力が下がることに

景観に関連した説明変数を含む地価関数の推計

「絶対高さ制限」下での
規制対象敷地の最有効使用建築物による

周辺地域の環境要素の変化

現行建築規制下での
規制対象敷地の最有効使用建築物による

周辺地域の環境要素の変化

環境要素の変化を加味した
「絶対高さ制限」下での

周辺地域の地価の推計（Ａ）

環境要素の変化を加味した
現行建築規制下での

周辺地域の地価の推計（Ｂ）

景観に関連した説明変数を含む地価関数

「絶対高さ制限」による
地価の上昇額の算出

（Ａ－Ｂ）

「絶対高さ制限」による便益
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より賃料単価が低下し、賃料収入が減少することで収益還元地価が下落する。 

また、延べ面積を維持したまま高さを制限した場合、現行建築規制下と比較し建

築面積が増加し、駐車場として利用できる空地が減少するため、駐車場賃料が減

少することで収益還元地価が下落する。 

 

一方、「絶対高さ制限」により建築物の高さが抑えられた場合、一般的に工事費単価が下落

し、減価償却費が減少することで収益還元地価が上昇することとなる。 

したがって、「絶対高さ制限」による規制対象敷地の収益還元地価は、これらの各要因の組合

せの結果として決まってくる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5 「絶対高さ制限」を行うことによる社会的な費用の算定方法 

 

Ⅱ－１－３ 費用と便益の比較 

算定された「絶対高さ制限」の便益と費用を比較し、便益が費用を上回る場合は、「絶

対高さ制限」の内容が妥当なものと評価できる。一方、便益より費用の方が上回る場合に

は、次の検討を行う等により、総合的に判断することが望ましい。 

 

① 分析対象区域全体での費用と便益の総量を推計し、総費用と総便益を比較検討する。 

 

② 便益より費用が上回っているケースに着目して、規制の導入の有無や、規制の程度、

規制の適用区域の再検討を行う。 

 

③ 当該分析では対象としていない「絶対高さ制限」の効果についても、他の方法による

分析を含め、あわせて検討を行う。 

 

「絶対高さ制限」下での
規制対象敷地の最有効使用建築物の

高さの推計

現行建築規制下での
規制対象敷地の最有効使用建築物の

高さの推計

「絶対高さ制限」下での
規制対象敷地の最有効使用建築物の

賃料の推計

現行建築規制下での
規制対象敷地の最有効使用建築物の

賃料の推計

「絶対高さ制限」下での
敷地の最有効使用建築物による

収益還元地価の算定（Ｃ）

現行建築規制下での
敷地の最有効使用建築物による

収益還元地価の算定（Ｄ）

「絶対高さ制限」による
収益還元地価の下落額の算定

（Ｃ－D）

「絶対高さ制限」による費用
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④ 分析対象区域全体での便益を増加させ、あるいは、費用を減少させるような規制以外

の措置についても、あわせて検討を行う。 



 - 11 -

Ⅱ－２ 分析の前提条件 

Ⅱ－２－１ 分析対象区域について 

分析は、建築物の「絶対高さ制限」の指定が予定されている、低層住宅と中高層マンシ

ョンの混在がある程度見られる住居系用途地域が指定された区域とする。 

 
Ⅱ－２－２ 建築物の高さによる景観への影響を説明する指標について 

本マニュアルでは、建築物の高さによる景観への影響を説明する指標として、圧迫感等

の代理指標となる「天空遮蔽率」を用い、現行建築規制下と新たな「絶対高さ制限」を適

用した場合の景観に及ぼされる影響を地価の変化としてとらえる。 

 

Ⅱ－２－３ 分析の全体フローについて 

分析は、図－6 に示す全体フローに従い、 

○地価と敷地属性や天空遮蔽率等の現況データを用いた地価関数の推計 

○地域のファミリー向けマンションの賃料と属性データを用いた賃料単価関数の推計 

○既存のマンションデータを用いた建物階数関数の推計 等 

を行い、推計した関数等を用い「絶対高さ制限」の費用と便益を求め、比較する方法で行う。 

「絶対高さ制限」が用途地域や指定容積率の組合せなど複数の条件の下で指定される場

合は、指定条件ごとに費用と便益の比較を行う必要がある（この場合、指定の条件となる

用途地域や指定容積率等は、地価関数の説明変数として用いられるため、地価関数自体は

分析対象区域で１本推計すれば良い。）。 

 

（１）費用の算定 

分析対象区域内のモデル敷地において、 

○現行建築規制下での敷地の最有効使用建築物の賃料収入や建物高さに基づく収益還

元地価（㎡当たり地価） 

○「絶対高さ制限」下での敷地の最有効使用建築物の賃料収入や建物高さに基づく収

益還元地価（㎡当たり地価） 

を算定し、両者の差分を「絶対高さ制限」の費用（㎡当たり地価）とする。 

 
（２）便益の算定 

分析対象区域内のモデル敷地において、 

○現行建築規制下での敷地の最有効使用建築物を建築した場合のモデル敷地に隣接す

る敷地境界における天空遮蔽率 

○「絶対高さ制限」下での敷地の最有効使用建築物を建築した場合のモデル敷地に隣

接する敷地境界における天空遮蔽率 

を算定し、両者の差分に推計した地価関数の説明変数である天空遮蔽率の偏回帰係数を乗

じ「絶対高さ制限」の便益（㎡当たり地価）とする。 
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なお、建築物の「絶対高さ制限」により、スカイラインの統一など調和のとれた街並み

が形成されるという効果が想定されることから、建物高さのバラツキの程度を表す指標と

して、地価ポイントの周辺 50ｍの範囲の「建物階数の変動係数」（建物階数の標準偏差／

平均階数）を分析対象として用いることも検討されたが、ケーススタディの結果、地価を

説明する変数としては認められなかったため、本マニュアルでは採用しない。 

しかし、地域の状況によっては、地価を説明する有効な変数となる場合も想定されるこ

とから、地価関数の推計に当たり、「建物階数の変動係数」の説明変数としての適合可能性

を検証することが望ましい。 

 
Ⅱ－２－４ 地価について 

分析の対象とする地価は実勢地価を用いることが望ましいが、実勢地価を用いることが

困難な場合には固定資産税路線価を用いることが、鑑定評価の地点数が最も多く分析の精

度が高くなると考えられることから、有効である。 

なお、現在公表されている公的地価である地価公示、都道府県地価調査、相続税路線価、

固定資産税路線価の概要を表－2 で示す。これらの地価データは、すべて（財）資産評価

システム研究センターの「全国地価マップ」（http://www.chikamap.jp/）で入手できる。 

固定資産税路線価を用いる場合は、路線価をポイントの地価に変換する必要があるため、

分析対象区域を一定間隔のメッシュで区切り（メッシュの間隔は、分析対象区域で100以

上の地価ポイントが確保できる大きさとする。）、メッシュの各交点に最も近い敷地を地価

ポイントと見なすとともに、費用（収益還元地価）と比較するため、路線価を0.7で除し

て実勢地価ベースに換算し分析を行う。 

また、地価関数の推計に必要となる、各地価ポイントの属性データを収集、計測する必

要がある。 

 

Ⅱ－２－５ データ時点の統一について 

分析の対象となる、地価、賃料及び収益還元地価算定のための各種経済指標のデータの

時点は統一されていることが必要であり、時点が統一されていない場合は、各種デフレー

ターを用い、物価調整を行うことが望ましい。 
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表－3  公的地価データの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地価公示 都道府県地価調査 相続税路線価 固定資産税路線価

目的
一般の土地取引価格
の指標等

国土利用計画法に基
づく届出価格の審査
等

相続税、贈与税及び
地価税の課税のため

固定資産税課税のた
め

概要

土地取引の指標とな
る価格。
全国の都市計画区域
内に標準地を設定
し、毎年1月1日を評
価時点として、3月下
旬に公表される。

土地取引の指標とな
る価格で、地価公示
価格を補完するも
の。
各都道府県内に標準
地を設定し、毎年7月
4日を評価時点とし
て、9月下旬に公表さ

相続・贈与不動産評
価の算定基準となる
価格。
地価公示の8割水準の
価格で、毎年1月1日
を評価時点として、8
月初旬に公表され
る。

固定資産税の課税の
標準となる価格。
地価公示の7割水準の
価格で、3年に一度の
基準年度の前年1月1
日の価格を基に評価
替えが行われ、4月初
旬に公表される。

地価評価
の特徴

全国の都市計画区域
約3.1万地点を評価対
象とし、1地点につき
2名の不動産鑑定士の
鑑定評価を基に価格
が定められている。
評価選定地点は、地
価水準や有効利用水
準等が類似する一団
の地域から、当該地
域の中庸を具現して
いる宅地が選定され

る

都市計画区域に限ら
ず、全国の約2.5万地
点を評価対象とし、1
地点につき1名の不動
産鑑定士の鑑定評価
を基に価格が定めら
れている。

地価公示価格、独自
の評価標準地による
不動産鑑定評価、各
地域の不動産精通者
の意見価格等を基に
価格が定められてい
る。

全国約44万地点の標
準地が鑑定評価さ
れ、国及び都道府県
の所与の調整のも
と、価格が定められ
ている。

分析に
用いる際の
メリット

地価サンプルの属性
データが整備されて
いるため、分析作業
における効率性に優
れている。
インターネットで地
価データが取得可能
である。

地価サンプルの属性
データが整備されて
いるため、分析作業
における効率性に優
れている。
インターネットで地
価データが取得可能
である。

市街地の殆どの街路
を網羅しているな
ど、地価データ量が
豊富である。
インターネットで地
価データが取得可能
である。

全ての宅地の評価が
可能である等、我国
の土地評価の中では
最大のデータ量と
なっている。
インターネットで地
価データが取得可能
である。

分析に
用いる際の
デメリット

都市計画区域を調査
対象としているた
め、地方部の地価
データ量が少ない。

地価公示に比べ、地
価データ量が少な
い。

地価データのみであ
るため、分析に際し
各ポイントの属性
データを収集する必
要がある

地価データのみであ
るため、分析に際し
各ポイントの属性
データを収集する必
要がある

根拠法
地価公示法第2条第1
項

国土利用計画法施行
令第9条第1項

相続税法第22条 地方税法第341条第5
号

実施機関
国土交通省土地鑑定
委員会

都道府県知事 国税局長 市町村長

対象地域
国土交通省令で定め
る都市計画区域

全市町村 宅地が市街地的形態
を形成している地域

非課税土地を除く全
筆



 - 15 -

参考 天空遮蔽率について 

 

天空遮蔽率（水平面立体角投射率のことであり、形態率とも言われる。）は、図－7で示

すとおり魚眼レンズで天空写真を撮影したときの画面に占める建築物の面積の割合（（１－

天空率）の値）であり、表－1 で示した景観規制の効果のうち、眺望や圧迫感の代理指標

となる。建築物の「絶対高さ制限」の適用により当該敷地周辺における天空遮蔽率が変化

する可能性が高いことから、建築物の「絶対高さ制限」に係る眺望、圧迫感等に関する説

明変数として用いることができる注）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－7  天空遮蔽率の定義 

 

図－8で示すとおり高さ＝ｈ、間口長＝ｗの長方形の立面（壁面）ＡＢＣＤを持つ建築

物について、点Ａから面ＡＢＣＤに垂直に距離＝ｄだけ離れた視点Ｐにおける天空遮蔽率

＝ＲＳは、同図の式で求められる。 

 

 

 

 

○高さ＝ｈ、間口＝ｗの長方形の立面（壁）ＡＢＣＤを

持つ建築物について、点Ａから面ＡＢＣＤに垂直に距

離＝ｄだけ離れた視点Ｐにおける天空遮蔽率Ｓ 

 

図－8 天空遮蔽率の算定方法 

 

注）武井正昭によると、低層の住宅地に建つ中高層建築物から受ける圧迫感は、天空遮蔽率によって説

明でき、視点からの水平距離20～40ｍの間では、対象建築物の天空遮蔽率4％で圧迫感を受け、天空

遮蔽率8％が許容限界値としている。 

武井正昭：東京理科大学名誉教授、圧迫感の計測に関する研究1～4、日本建築学会論文報告集第261

号、昭和52年11月 、第262号、昭和52年12月、第263号、昭和53年1月、第310号、

昭和56年12月 
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例えば、ある敷地の道路側境界に視点Ｐがあり、道路を挟んだ前面の敷地に高さ6ｍ、

間口10ｍの戸建住宅が建っている場合、当該住宅までの距離によって当該住宅による視点

Ｐにおける天空遮蔽率がどのように変化するかを図－9 で見る。まず、当該住宅までの距

離が4ｍの場合の視点Ｐにおける天空遮蔽率（ＲＳ0）は10.6％であるが、10ｍの場合（Ｒ

Ｓ1）は2.8％、20ｍの場合（ＲＳ2）は0.6％と距離による低減が大きい。また、当該住宅

の隣に3ｍの住棟間隔で建つ住宅による視点Ｐにおける天空遮蔽率（ＲＳ3）は0.3％であ

り、正面に建つ住宅と比較して斜め前の住宅による天空遮蔽率は激減することが分かる。 

したがって、地価関数の説明変数として用いる天空遮蔽率は、敷地の前面に位置する建

築物1棟のみを対象にすれば十分と言える。 

 

〔天空遮蔽率の距離による低減〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔前面の建物と斜め前の建物による天空遮蔽率〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－9 敷地前面に建つ戸建住宅による天空遮蔽率 

天空遮蔽率（％）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30

距離（ｍ）

4 6 8 10 12 14 16 18 20

前面の建物Ｓ0 10.6 6.6 4.3 2.8 1.9 1.4 1.0 0.7 0.6

斜め前の建物Ｓ3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2 0.2

距離(m)

天空遮蔽率（％）



 - 17 -

Ⅱ－３ 地価関数の推計 

分析対象区域において、天空遮蔽率を説明変数として含む地価関数を重回帰分析（目的

変数と説明変数との関係を統計的に推計し、両者の関係式を推計する手法であり、パソコ

ンを用いて比較的容易に行える。）に

より推計する。地価関数推計のため

のデータは、分析対象区域内で 100

以上の地価ポイントを対象に収集・

分析することが望ましいが、地価デ

ータの制約上収集できない場合でも、

最低50ポイントは必要である。 

 

 

 

Ⅱ－３－１ 地価関数の形 

目的変数：地価（㎡当たり価格） 

説明変数：天空遮蔽率、住環境属性 

地価関数の形式は、線形式、両対数式等が想定されるが、本マニュアルでは、理解しや

すい線形式を用いる。 

地価＝α＋Σ（βj×天空遮蔽率j）＋Σ（γi×住環境属性i） 

 

Ⅱ－３－２ 天空遮蔽率 

説明変数として用いる天空遮蔽率には「方位別天空遮

蔽率」又は「方位別接道側天空遮蔽率」の2種類の考え

方がある。方位別天空遮蔽率は、地価ポイントの敷地の

方位別敷地境界線の中央（図－10のＰ1～Ｐ4）に視点Ｐ

を設定した場合の正面の建築物（各1棟）による天空遮

蔽率、方位別接道側

天空遮蔽率は、地価ポイントの敷地の方位別接道側

敷地境界線の中央（同図のＰ3）に視点Ｐを設定した

場合の正面の建築物（1 棟）による天空遮蔽率であ

り、いずれも図－8の式により算定する。 

どちらの天空遮蔽率を説明変数に採用するかは、

両方の場合について地価関数を一旦推計し、いずれ

かｔ値（各説明変数が目的変数に対しどの程度有効

であるかを示す指標であり、重回帰分析の過程で求

められる。）の高い方を採用することとする。 

 

図－10  天空遮蔽率算定のための視点 

 

地価及び
敷地の住属性を収集

対象敷地の
天空遮蔽率の算定

地価関数の推計

天空遮蔽率の偏回帰係数

地価及び
敷地の住属性を収集

対象敷地の
天空遮蔽率の算定

地価関数の推計

天空遮蔽率の偏回帰係数
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Ⅱ－３－３ 住環境属性 

その他の説明変数となる住環境属性としては、敷地面積、

最寄り駅までの所要時間（距離）、都心までの所要時間（距

離）、前面道路幅員、容積率（％）、接道方位、更地ダミー、

整形敷地・不整形敷地ダミー、鉄道沿線区分ダミー等が想

定される。特に、敷地面積と容積率については、景観規制

の条件との関連があることから、説明変数として不可欠で

ある。ダミー変数は1又は0であり、例えば更地ダミーでは、対象敷地が更地の場合は1、

建ぺい地の場合は0となる。 

 

表－4  想定される説明変数の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ－３－４ 地価関数の推計 

重回帰分析により地価関数を推計するに当たり、次の点

に注意する必要がある。 

 

① 説明変数について 

想定される説明変数のすべてが高い説明力で地価を説

明しているとは限らないことから、増減法等の計算手法に

地価及び
敷地の住属性を収集

対象敷地の
天空遮蔽率の算定

地価関数の推計

天空遮蔽率の偏回帰係数

地価及び
敷地の住属性を収集

対象敷地の
天空遮蔽率の算定

地価関数の推計

天空遮蔽率の偏回帰係数

備　　考

北側天空遮蔽率（％） 住宅地図で計測（正面の1棟による）

東側天空遮蔽率（％） 住宅地図で計測（正面の1棟による）

南側天空遮蔽率（％） 住宅地図で計測（正面の1棟による）

西側天空遮蔽率（％） 住宅地図で計測（正面の1棟による）

北側接道側天空遮蔽率（％） 住宅地図で計測（正面の1棟による）

東側接道側天空遮蔽率（％） 住宅地図で計測（正面の1棟による）

南側接道側天空遮蔽率（％） 住宅地図で計測（正面の1棟による）

西側接道側天空遮蔽率（％） 住宅地図で計測（正面の1棟による）

敷地面積（㎡） 住宅地図で敷地境界を想定し計測

最寄り駅までの距離（ｍ）又は所要時間（分） 地図上で計測（所要時間は80ｍ／分で換算）

都心又は中心駅までの距離（ｍ）又は所要時間（分） 地図上で計測（所要時間は80ｍ／分で換算）

前面道路幅員（ｍ） 地図上で計測

用途地域低層系住居ダミー 都市計画図で確認、低層系、中高層系いずれか一方を用いる

用途地域中高層系住居ダミー 都市計画図で確認、低層系、中高層系いずれか一方を用いる

実効容積率（％） ＭＩＮ（指定容積率、前面道路幅員×0.4）、都市計画図等で確認

更地ダミー 住宅地図で確認

不整形・台形ダミー 住宅地図で確認

接道方位北ダミー 住宅地図で確認、東西南北いずれか3方位を用いる

接道方位東ダミー 住宅地図で確認、東西南北いずれか3方位を用いる

接道方位南ダミー 住宅地図で確認、東西南北いずれか3方位を用いる

接道方位西ダミー 住宅地図で確認、東西南北いずれか3方位を用いる

鉄道沿線ダミー 最寄り駅で確認

変数名

住
環
境
属
性

絶
対
高
さ
制
限
に
係
る
変
数
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よりｔ値（前頁参照）の高い説明変数が採用された地価関数とする。ただし、景観規制の

効果を分析する上で、欠かせない説明変数については、説明力が低くても関数に取り込む

ことが想定されることから、いくつかの説明変数を合成して新たな変数とするなどの工夫

が必要となる。 

特に「絶対高さ制限」の費用便益分析においては、制限が無い場合と有る場合の天空遮

蔽率の変化量を用い便益を算定していることから、天空遮蔽率については欠かすことがで

きない変数である。また、制限を指定する場合の条件となる敷地面積や容積率についても、

分析に不可欠である。 

重回帰分析の結果採用された各変数の偏回帰係数のプラス、マイナスの符号を確認し、

不合理な符号となっている場合は、その原因を明らかにしておかなければならない。 

 

② 多重共線性について 

互いに高い相関を示す説明変数を用いた場合、推計された地価関数において、地価と説

明変数の関係が説明困難となる（多重共線性と言う。）ため、一方の説明変数を採用しない、

又は、いくつかの説明変数を合成して新たな変数とするなどの工夫が必要となる。 

 

③ 決定係数について 

推計された地価関数が分析対象区域の地価をどの程度説明できているかを示す修正済

決定係数により式の精度を確認し、できるだけ高い精度の地価関数を採用する（修正済決

定係数が0.8の場合、分析対象区域の地価の80％は説明できると考えられる。）。 

 

Ⅱ－３－５ 天空遮蔽率の偏回帰係数 

推計された地価関数の説明変数のうち天空遮蔽率の偏

回帰係数に、「絶対高さ制限」が無い場合と有る場合の隣接

敷地における天空遮蔽率を乗じ、両者の差分を「絶対高さ

制限」の便益としていることから、本分析方法においては

天空遮蔽率の偏回帰係数の値が最も重要なポイントである。 

特に、低層住宅が主体の一般的な住宅市街地では、地価

ポイントの南側敷地と東側敷地の建築物による天空遮蔽率が地価に影響していると想定さ

れることから、南側天空遮蔽率と東側天空遮蔽率の偏回帰係数の符号がマイナスであるこ

と、ｔ値が十分有意であることを確認しておく必要がある。 

なお、特定の方向に、山や城など分析対象区域のシンボルとなるような景観要素が存在

する場合は、当該方向の天空遮蔽率が地価にどのように影響しているかを慎重に判断する

必要がある。 

地価及び
敷地の住属性を収集

対象敷地の
天空遮蔽率の算定

地価関数の推計

天空遮蔽率の偏回帰係数
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Ⅱ－４ 収益還元地価の算定 

Ⅱ－４－１ 収益還元地価の算定方法 

景観規制の費用を推計するための収益還元地価は、「不動産鑑定評価基準」に従い、Ｄ

ＣＦ法により算定する。Ｄ

ＣＦ法による収益還元地価

の算定に用いる指標の設定

は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

（１）賃料収入の算定方法 

収益還元地価の基になる賃料収入については、地

域のファミリー向けマンション等（例えば、面積30

㎡以上で月額賃料50万円未満のマンション等）の賃

料実績と物件属性データ（面積、最寄り駅までの距

離・所要時間、部屋の方位、建物階数、部屋の階数、

築年数等）を収集し、貸室面積当たりの賃料単価を

目的変数、物件属性を説明変数とする賃料単価関数を重回帰分析により推計し、モデル敷

地における物件属性データを代入することで算定する。 

次に、地域の月極駐車場の賃料相場を調べ、モデル敷地の駐車場賃料の総額を貸室面積

の合計で除した貸室面積当たりの駐車場賃料単価を推計する。 

 

（２）各種指標の設定方法 

① 割引率、売却時の還元利回り 

地域におけるファミリーマンション等の期待利

回りを参考に設定する。 

 

② 経費率 

賃料収入に占める（維持管理費＋公租公課＋保険

料）の割合として、通常、賃料の20％程度を設定する。 

 

③ 貸室稼働率 

地域の賃貸住宅市場状況により設定する。 

 

④ レンタブル比 

レンタブル比は、延べ面積に占める専用部分の床面積の比率であり、延べ面積の 70～

割引率等の
指標の設定

収益還元地価の算定

ファミリー向け
賃貸住宅の

賃料、属性の収集

分譲マンションの階数
敷地面積

指定容積率の収集

建物階数関数の推計賃料単価関数の推計

割引率等の
指標の設定

収益還元地価の算定

ファミリー向け
賃貸住宅の

賃料、属性の収集

分譲マンションの階数
敷地面積

指定容積率の収集

建物階数関数の推計賃料単価関数の推計

割引率等の
指標の設定

収益還元地価の算定

ファミリー向け
賃貸住宅の

賃料、属性の収集

分譲マンションの階数
敷地面積

指定容積率の収集

建物階数関数の推計賃料単価関数の推計
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80％程度を設定する。 

 

⑤ 家賃経年低減率 

（１）の賃料単価関数における説明変数「築年数」の偏回帰係数を用いる。 

 

⑥ 減価償却 

定額法による47年償却とする。 

 

⑦ 工事費単価 

地域の建設市場状況により設定する。建物階数等による単価の変動を反映させることが

望ましい。 

 

⑧ 保有期間 

10年間（10年間賃貸経営後売却）とする。 

 

Ⅱ－４－２ 建物階数の算定方法 

「絶対高さ制限」の費用便益分析は、「絶対高さ

制限」を適用する場合と現行建築規制下において、

敷地を最有効使用したときの費用と便益を比較する

ため、建築物の高さのデータが必要となる。例えば、

費用推計に用いる収益還元地価の基礎となる賃料単

価関数の説明変数として、建物階数が採用されてい

る。また、便益推計のための地価関数の説明変数となる天空遮蔽率の算定には、建築物の

高さのデータが必要である。 

敷地の最有効使用による建築物の高さ（建物階数）は、敷地毎の条件の下で仮の建築設計

を行うことにより求めることが望ましい。しかし、本分析のような大量のデータを扱う場

合は合理的な方法とは言えないことから、既存の建築活動は敷地の最有効使用をしている

との仮定の下に、マンション建設の実績から建物階数を目的変数とし、敷地面積（㎡）と

指定容積率（％）を説明変数とする建物階数関数を重回帰分析により推計し、求めること

とする。なお、建物階数から高さに換算する場合は階高を3ｍとする。 
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Ⅲ Ａ市における「絶対高さ制限」の費用便益分析例 
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以上の手順に従い、Ａ市注）の住宅市街地における「絶対高さ制限」の費用便益分析を行

った例を示す。 

 

Ⅲ－１ Ａ市における分析の前提条件 

（１）分析のためのケース設定 

分析にあたり、住宅市街地における景観規制のための建築物の「絶対高さ制限」として、

指定容積率150％の区域で12ｍと15ｍ、200％の区域で12ｍ、15ｍ、18ｍの5タイプを設

定した。 

次に、中高層マンションの建設を前提に、分析の対象とするモデル敷地の面積を 500

㎡、1,000㎡、2,000㎡、3,000㎡、4,000㎡、5,000㎡の6パターン設定し、「絶対高さ制

限」と敷地面積の組合せで、表－5 の 28 ケースを分析の対象とした（敷地面積500 ㎡で、

「絶対高さ制限」15.0ｍ、18.0ｍの場合、現行建築規制下での敷地の最有効使用建築物の

高さが、それぞれ15.0ｍ、18.0ｍ未満であるためケース設定を行わない。） 

 

表－5  分析のためのケース設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）分析のためのモデル敷地と建築物 

ケース毎に、図－11 に示すとおりモデルとなる正方形の規制対象敷地とその中央に平

面形状が正方形の建築物を想定し、規制対象敷地における「絶対高さ制限」による収益還

元地価単価の下落額を推計し、「絶対高さ制限」の費用とした。 

次に、規制対象敷地における「絶対高さ制限」による隣接敷地における天空遮蔽率の低

減による地価単価の上昇額を推計し、「絶対高さ制限」の便益とした。 

 

 

 

 

 

 

 

注）Ａ市は、東京圏の人口約20万人の都市である。 

 

500 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

60／150 12.0 ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

60／150 15.0 ─ ケース7 ケース8 ケース9 ケース10 ケース11

60／200 12.0 ケース12 ケース13 ケース14 ケース15 ケース16 ケース17

60／200 15.0 ケース18 ケース19 ケース20 ケース21 ケース22 ケース23

60／200 18.0 ─ ケース24 ケース25 ケース26 ケース27 ケース28

敷地面積（㎡）指定建ぺい
率／容積率

（％）

絶対
高さ制限

（ｍ）

注：敷地面積500㎡で絶対高さ制限15.0ｍ、18.0ｍの場合、現行建築規制下での敷地の最有効使用建築物の
    高さがそれぞれ15.0ｍ、18.0ｍより低くなるため、ケース設定を行わない。
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○敷地・建物平面形状：正方形 

○建物配置：敷地の中央 

○延べ面積＝敷地面積×指定容積率×1.1 

 

 

図－11 モデル敷地と建築物 

 

隣接敷地

視点からの距離

間
口
長

視点　

規制対象敷地

建物
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Ⅲ－２ Ａ市における地価関数の推計例 

（１）目的変数と説明変数 

Ａ市の分析においては、推計する地価関数の目的変数として2004年の地価（59ポイン

ト）を用い、説明変数として地価ポイ

ントの敷地条件、住環境条件、交通利

便性等を表す表－6に示す17の変数を

仮定しデータを収集、作成した。 

説明変数のうち、「絶対高さ制限」

による景観の変化に係る説明変数とし

て用いた各地価ポイントにおける天空

遮蔽率は、住宅地図をベースに東西南

北各方位の敷地境界線中央に視点Ｐ1

～Ｐ4を設定し（図－10参照）、正面の

建築物（各1棟）による天空遮蔽率を計測した。建築物の高さは、1階当たり3ｍとして換

算した。 

 

表－6 地価関数の推計に用いた変数一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実効容積率 ＝ MIN（指定容積率、前面道路幅員×0.4） 

 

 

分析対象
とした変数

目的変数 2004年地価（千円／㎡） ○

敷地面積（㎡） ○

最寄り駅までの距離（ｍ） ○

中心駅までの直線距離（ｍ） ○

前面道路幅員（ｍ） ○

用途地域低専ダミー

実効容積率（％） ○

更地ダミー ○

不整形・台形ダミー ○

接道方位北ダミー

接道方位南ダミー ○

接道方位西ダミー ○

北側天空遮蔽率（％） ○

東側天空遮蔽率（％） ○

南側天空遮蔽率（％） ○

西側天空遮蔽率（％） ○

ａ鉄道沿線ダミー

ｂ鉄道沿線ダミー ○

変数名

説明変数

地価及び
敷地の住属性を収集

対象敷地の
天空遮蔽率の算定

地価関数の推計

天空遮蔽率の偏回帰係数
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対象とした59の地価ポイントで計測された天空遮蔽率は、各方位別に図－12のとおり

となっており、全ての方位で 0～10％が多くなっている（全方位の合計でみると、地価ポ

イントの53.4％が0～10％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

図－12 計測された天空遮蔽率の分布 

 

なお、多重共線性を防ぐため変数間の相関を調べた結果、他の変数との相関が高い（Ａ

市の分析では、相関係数0.5以上の場合高い相関があると判定した。）3変数（用途地域低

層ダミー、接道方位北ダミー、ａ鉄道沿線ダミー）を除いた14変数（表－6で○を付した

変数）を用いて地価関数を推計した。 

 

（２）地価関数の推計結果 

増減法（重回帰分析において、全ての説明変数を順に採用、不採用を繰り返し、最も精

度の高い説明変数の組合せを求める方法）により線形回帰式を推計したところ、地価を説

明できる変数として表－8の7変数が採用され表－7で示す地価関数が求められた。なお、

修正済決定係数（推計式が目的変数を説明できる精度を示す係数）は0.586であった。 

 

表－7  Ａ市の住宅市街地における地価関数 

 

 

 

 

 

 

 

推計の結果、分析対象区域の地価単価は、他の条件が変わらないとして、敷地面積が1

㎡狭くなると 1.3 円／㎡安く、最寄り駅までの距離が 1ｍ短くなると 5.5 円／㎡高く、実

効容積率が1ポイント上昇すると281.6円／㎡高く、敷地が不整形や台形の場合12,523.1

円／㎡安く、ｂ鉄道沿線の場合14,536.9円／㎡高くなることがわかった。 

地価（千円／㎡）＝115.0320－0.2284×東側天空遮蔽率（％）－0.4400×南側天空遮蔽率（％）

－0.0013×敷地面積（㎡）－0.0055×最寄り駅までの距離（ｍ）＋0.2816×実効容積率（％）

－12.5231×不整形・台形敷地ダミー＋14.5369×ｂ鉄道沿線ダミー

　　　　　　　　　　修正済決定係数＝0.586　　（　　　）内はｔ値

（8.8128）　　　　　　　　　（1.7443）　　　　　　　 　　　　　　　（3.3924）　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　（1.4389）　　　　　　　　　 　（2.0379）　　　　　　　　　 　　（4.3848）　　　　　

　　　　　　　　　（2.9033）　　　　　　　　　　　　　 （3.0233）

％

3.4

23.7

54.2
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13.6

8.5

20.3

64.4

15.3
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8.5
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「絶対高さ制限」による景観の変化に係る説明変数として用いた天空遮蔽率については、

東側天空遮蔽率（ｔ値＝1.7443）と南側天空遮蔽率（ｔ値＝3.3924）が有効な変数として

採用された。それぞれ偏回帰係数の符号はマイナスであるため、分析対象区域の地価単価

は、他の条件が変わらないとして、敷地の東側天空遮蔽率が 1 ポイント高くなると 228.4

円／㎡安く、南側天空遮蔽率が1ポイント高くなると440.0円／㎡安くなる結果となった。 

なお、地価を説明する変数として採用される変数は分析対象区域の住環境属性等によっ

て大きく異なるため、推計される地価関数も地域によって大きく異なる。 

 
表－8 増減法で採用された地価関数の説明変数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考として、他都市の住宅市街地における地価関数の推計事例を表－9に示す。 

 

表－9  他都市の住宅市街地における地価関数の例 

〔東京都心区の住宅市街地における例〕 

   

 

 

 

 

 

〔Ｂ市、Ｃ市の住宅市街地における例〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

地価（千円／㎡）＝415.9027－1.5027×東側天空遮蔽率（％）－1.3333×南側天空遮蔽率（％）

－0.0865×敷地面積（㎡）＋1.1288×実効容積率（％）＋60.5865×更地ダミー

　　　　　　　　　　　＋50.4202×山手線内側ダミー－73.9856×山手線沿線ダミー

　　　　　　　　　　　修正済決定係数＝0.680　　（　　　）内はｔ値

（11.1111）　　　　　　　　　（2.9076）　　　　　　　　　　　　　　（2.4700）　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　（2.1286）　　　　　　　　　　（6.8521）　　　　　　　　　　　　　（3.2731）　　　　　

　　　　　　　　　（3.0044）　　　　　　　　　　　　　（3.1633）

地価（千円／㎡）＝270.9703－59.6229×Ｂ市ダミー－1.5874×最寄り駅までの徒歩時間（分）

　　　　　　　　　　　＋15.6911都市ガスダミー－0.2371×南側天空遮蔽率（％）

(44.4021) (14.0799) (8.7339)

(3.0643) (1.7720)

　　　　　修正済決定係数＝0.821　　( 　　 )内はｔ値

変数名 偏回帰係数
標準

偏回帰係数
t　値

敷地面積
（㎡）

-0.0013 -0.1277 1.4389

最寄り駅までの距離
（ｍ）

-0.0055 -0.1870 2.0379

実効容積率
（％）

0.2816 0.4083 4.3848

不整形・台形敷地
ダミー

-12.5231 -0.2507 2.9033

東側天空遮蔽率
（％）

-0.2284 -0.1574 1.7443

南側天空遮蔽率
（％）

-0.4400 -0.2941 3.3924

ｂ鉄道
沿線ダミー

14.5369 0.2702 3.0233

定数項 115.0320 8.8128
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〔Ｄ市の住宅市街地における例〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地価（千円／㎡）＝225.4396－1.0491×南接道側天空遮蔽率（％）－1.2207×西接道側天空遮蔽率（％）

－12.3537×南側背景の緑ダミー－16.5577×西側背景の緑ダミー

　　　　　　　　　 ＋74.2554×シンボル景観ダミー ＋14.6975×風致地区等ダミー

　　　　　　　　　　　－0.0767×敷地面積（㎡）－0.0200×最寄り駅までの距離（ｍ）

＋26.1902×接道方位南ダミー＋29.7244×接道方位西ダミー

＋14.0283×角地等ダミー－17.5559×ａ鉄道沿線ダミー

　　　　　　　　　　　修正済決定係数＝0.708　　（　　　）内はｔ値

（20.0749）　　　　　　　　　（2.2604）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1.6859）

　（1.8336）　　　　　　　　　　　　　　　（2.5132）

（6.4057） （2.2095）

（3.2311）　　　　　　　　　　　 （6.4593）

（3.4212）　　　　　　　　　　　　（2.7020）

（2.0733） （2.1957）

注）Ｄ市の場合「背景の緑ダミー」は山林の代理指標となっており、緑の景観要素としての評価だけではなく、
　　眺望障害、通風障害等の複合的な評価の結果、偏回帰係数の符号がマイナスとなっていると考えられる。
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Ⅲ－３ Ａ市における収益還元地価算定のための指標の設定例 

（１）賃料単価関数の推計 

インターネットの「ＩＳＩＺＥ住宅情報」からＡ市の面積 30 ㎡以上（ワンルームマン

ションを除く）かつ月額賃料

50 万円未満（高額物件を除

く）のファミリー向け賃貸マ

ンションに係るデータ（合計

161 件）を収集し、重回帰分

析により賃料単価関数を推計

した。 

目的変数は、賃貸床面積1

㎡当たりの管理費を含む賃料

（円／㎡）とし、説明変数は表－10 の 10 変数を収集し、多重共線性を防ぐため他の変数

との相関が高い3変数を除いた7変数（同表で○を付した変数）を用いて、重回帰分析（増

減法による線形回帰）を行った。 

増減法による分析の結果、修正済決定係数0.652で、表－12の6変数が賃料単価を説明

できる変数として採用され、表－11の賃料単価関数が求められた。 

推計の結果、Ａ市のファミリー向け賃貸マンションの賃料単価は、他の条件が変わらな

いとして、面積が1㎡広くなると9.6円／㎡安く、最寄り駅までの所要時間が1分短くな

ると8.7円／㎡高く、中心駅までの所要時間が1分短くなると28.9円／㎡高く、築年数が

1年増えると13.6 円／㎡安く、部屋が東向きの場合64.3 円／㎡高く、建物階数が1階高

くなると12.2円／㎡高くなることがわかった。 

 

表－10 賃料単価関数の推計に用いた目的変数と説明変数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析対象
とした変数

目的変数 賃料単価（円／㎡） ○

面積（㎡） ○

最寄り駅までの所要時間（分） ○

中心駅までの所要時間（分） ○

都心ターミナル駅までの所要時間（分）

ａ鉄道沿線ダミー

築年数（年） ○

東向きダミー ○

西向きダミー ○

建物階数 ○

部屋階数

変数名

説明変数

割引率等の
指標の設定

収益還元地価の算定

ファミリー向け
賃貸住宅の

賃料、属性の収集

分譲マンションの階数
敷地面積

指定容積率の収集

建物階数関数の推計賃料単価関数の推計
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表－11  Ａ市におけるファミリー向け賃貸マンションの賃料単価関数 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－12 増減法で採用された賃料単価関数の説明変数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考として、他都市のファミリー向け賃貸マンションの賃料単価関数の例を表－13 に

示す。 

 

表－13  他都市のファミリー向け賃貸マンションの賃料単価関数の例 

〔東京都心区の例〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）建物階数関数の推計 

建物階数関数を推計するための分析対象とするマンション建設の実績は、Ａ市のデータ

を用いることが望ましいが、利用可能なデータがないことから、県内の他都市において

2003年に全棟を分譲したマンション（84棟、「全国マンション市場動向」、（株）不動産経

済研究所による）を対象とした。分析の結果、修正済決定係数0.723で、両変数とも有意

な説明変数として採用された。 

賃料単価（円／㎡）＝2261.5011－9.6282×面積（㎡）－8.6989×最寄り駅までの所要時間（分）

－28.9162×Ａ駅までの所要時間（分）－13.6410×築年数（年）＋64.3428×東向きダミー

　　　　　　　　　 　　＋12.2287×建物階数（階）

修正済決定係数＝0.652　　（　　　）内はｔ値

（36.7454）　　　　　　（10.5110）　　　　　　　　　　　　　（5.9855）　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　 　（9.4574）　　　 　　　　　　　（11.0004）　　　　　　　　　　（2.6209）　　　　　

　　　　　　　　（2.0887）　　　　　　　　　　　　　

賃料単価（円／㎡）＝3577.3471－5.7498×最寄り駅までの所要時間（分）－37.6736×築年数（年）

　　 ＋317.4617×山手線内側ダミー＋19.7168×建物階数（階）＋253.5228×鉄道ａ線ダミー

　　 ＋429.3864×鉄道ｂ線ダミー－45.1731×鉄道ｃ線ダミー＋77.1217×鉄道ｄ線ダミー

　　　　　　　　　　　　－61.7036×鉄道ｅ線ダミー
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　修正済決定係数＝0.806　　（　　　）内はｔ値　　

変数名 偏回帰係数
標準

偏回帰係数
ｔ　値

面積
（㎡）

-9.6282 -0.5180 10.5110

最寄り駅までの所要時間
（分）

-8.6989 -0.3024 5.9855

中心駅までの所要時間
（分）

-28.9162 -0.4897 9.4574

築年数
（年）

-13.6410 -0.5334 11.0004

東向き
ダミー

64.3428 0.1261 2.6209

建物階数 12.2287 0.1019 2.0887

定数項 2261.5011 36.7454
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表－14  Ａ市の分析で採用した建物階数関数 

〔県内の他都市のマンションを対象とした例〕 

 

 

 

 

表－15 増減法で採用された建物階数関数の説明変数 

 

 

 
 
 

 

参考として、他都市の建物階数関数の例を表－16に示す。 

 

表－16  他都市の建物階数関数の例 

〔東京区部のマンションにおける例〕 

 

 

 

（３）その他の指標 

① 割引率、売却時の還元利回り 

Ａ市の分析においては、「不動産投資家調査」（（財）日本不動産研究所）における他都

市のファミリー向けマンションの期待利回りやオフィスビルの期待利回り等を参照し

8.0％を採用した。 

 

表－17  ファミリーマンションの期待利回りの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：不動産投資家調査（第15回）、2006年10月、（財）日本 

不動産研究所 

注：最寄り駅から10分以内、築5年未満、平均専用面積50～80 

㎡、総戸数50戸程度のマンションの期待利回りである。 

建物階数（階）＝2.1779＋0.0009×敷地面積（㎡）＋0.0149×指定容積率（％）

　　　　　　　　　　　修正済決定係数＝0.723　　（　　　）内はｔ値

（5.2779）　　　　　　　（6.0653）　　　　　　　 　　　　（14.7713）　　　　　　　　　　　　　　

建物階数（階）＝0.5992＋0.0009×敷地面積（㎡）＋0.0195×指定容積率（％）

　　　　　　　　　　修正済決定係数＝0.760　　（　　　）内はｔ値

（2.5279）　　　　　　　（12.0650）　　　　　　　 　　　　（33.0699）　　　　　　　　　　　　　　

変数名 偏回帰係数
標準

偏回帰係数
ｔ　値

敷地面積
（㎡）

0.0009 0.3835 6.0653

指定容積率
（％）

0.0149 0.9340 14.7713

定数項 2.1779 5.2831

（％）

地区 期待利回り 地区 期待利回り

東京都城南地区 5.2 横浜 5.6

東京都城東地区 5.5 名古屋 5.6

札幌 6.3 大阪 5.6

仙台 6.5 神戸 6.0

さいたま 6.0 広島 6.5

千葉 6.0 福岡 6.0
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② 貸室稼働率 

Ａ市の分析においては、一般的に賃貸住宅の収支計画で用いられている80～95％を参照

し90％を採用した。 

 

③ レンタブル比 

Ａ市の分析においては、全国の3階建て以上の耐火構造、準耐火構造の公営住宅のレン

タブル比を参考とし77％（建築基準法の容積率対象床面積の85％）を採用した。 

 

④ 工事費単価 

Ａ市の分析においては「公営住宅等整備効率化調査（公営住宅等の標準建設費の見直し

に関する検討）」（平成１６年３月 財団法人国土技術研究センター）のための基礎資料に

よる、公営住宅の形態と工事費に関する個別データを用い、Ａ市を含む特別地区（首都圏

整備法に規定する既成市街地、近郊整備地帯等）における3階建て以上の耐火構造、準耐

火構造の136棟の工事費単価を目的変数とし、建物階数と延べ面積を説明変数とする工事

費単価関数を推計した。 

 

表－18  Ａ市で採用した工事費単価関数 

 

 

 

 

工事費単価（円／㎡）＝347.96－29.066×Ln（延べ面積（㎡）／建物階数）

修正済決定係数＝0.2583
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Ⅲ－４ Ａ市における「絶対高さ制限」の費用の推計 

費用推計に用いる収益還元地価の基本となる貸室賃料を推計するための条件（賃料単価

関数の変数の値）は、築年数

（初年度は新築とした。）と建

物階数（建物階数関数により

推計した階数及び「絶対高さ

制限」値÷3ｍ。）を除き、表

－19 に示すとおり賃料単価

関数の推計に用いた事例の平

均値を採用した。 

 

 

表－19 賃料推計のための条件 

 

 

 

 

 

駐車場の賃料については、モデル敷地の空地の30％を駐車場として利用すると仮定し、

1台当たりの必要面積（車路を含む。）を25㎡として駐車台数を求め推計した。 

各ケースについて「絶対高さ制限」を適用した場合と現行建築規制下での収益還元地価

を算定し、差分を求めた結果、表－20に示すとおりケース2の 5円／㎡からケース23の

2,408円／㎡の費用となった。 

この結果から、同じ「絶対高さ制限」を適用した場合（指定容積率も同じ場合）、敷地

面積が広いケースほど現行建築規制下での建築物の高さからの低減幅が大きく、結果とし

て費用は大きくなる（ケース1、12、13については、「絶対高さ制限」により建築面積が拡

大し、駐車場を整備するだけの十分な空地幅が確保できないため、駐車場賃料収入の低減

が大きくなり、敷地面積が相対的に狭いにも拘わらず費用が大きくなっている。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

面積（㎡）

最寄り駅
までの

所要時間
（分）

中心駅
までの

所要時間
（分）

築年数（年）
最有効使用
建物階数

東向き
ダミー

57.7 10.9 3.2 0
建物階数

関数による
1

絶対高さ制限による
収益還元地価の変動

（費用）

絶対高さ制限下
敷地の最有効使用建築物による

収益還元地価の算定

現行建築規制下
敷地の最有効使用建築物による

収益還元地価の算定
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図－13  Ａ市における費用の推計結果の例 

 

表－20 Ａ市における建築物の「絶対高さ制限」の費用 

（収益還元地価の低減額、円／㎡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

500 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

497 5 96 392 789 1,266

─ ケース7 ケース8 ケース9 ケース10 ケース11

─ 22 191 488 884 1,361

ケース12 ケース13 ケース14 ケース15 ケース16 ケース17

365 738 445 953 1,572 2,281

ケース18 ケース19 ケース20 ケース21 ケース22 ケース23

81 202 572 1,080 1,699 2,408

─ ケース24 ケース25 ケース26 ケース27 ケース28

─ 18 388 896 1,515 2,224

指定建ぺい
率／容積率

（％）

絶対
高さ制限

（ｍ）

敷地面積（㎡）

60／200 18.0

60／150 12.0

60／200 15.0

60／200 12.0

60／150 15.0

　　ケース8
敷地面積2,000㎡
指定容積率150％
延べ面積3,300㎡
絶対高さ制限15ｍ

　　ケース10
敷地面積4,000㎡
指定容積率150％
延べ面積6,600㎡
絶対高さ制限15ｍ

15.0ｍ

3.8ｍ

18.8ｍ

15.0ｍ

9.0ｍ

24.0ｍ

収益還元地価
＝133,226円／㎡

収益還元地価
＝133,417円／㎡

収益還元地価
＝139,160円／㎡

収益還元地価
＝138,276円／㎡

〔絶対高さ制限下〕 〔現行建築規制下〕 〔絶対高さ制限下〕 〔現行建築規制下〕

絶対高さ制限の費用＝191円／㎡ 絶対高さ制限の費用＝884円／㎡

費用＝133,417－133,226
　　＝191

費用＝139,160－138,276
　　＝884
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Ⅲ－５ Ａ市における「絶対高さ制限」の便益の推計 

便益の推計にあたり、まず現行建築規制下で敷地を最有効使用した建築物による隣接敷

地の天空遮蔽率と「絶対

高さ制限」を適用した場

合の隣接敷地の天空遮蔽

率を推計した。一般に、

「絶対高さ制限」を適用

した場合、事業者は現行

建築規制下の場合と同等

の延べ面積を確保しよう

とするため、現行建築規

制下で敷地を最有効使用

した建築物と比較し、建

築面積の増加、建物間口

長の増加、視点からの距離の減少が生じ、天空遮蔽率は増加することになるが、一方で建

物高さが制限されることにより天空遮蔽率は減少し、最終的な天空遮蔽率は両者のバラン

スで決まってくる。このため、景観規制のための「絶対高さ制限」の適用により、周辺敷

地の天空遮蔽率が低減することなく、逆に増加し、圧迫感や日照、通風をかえって悪化さ

せる結果を招く場合もあり得る。 

各ケースについて、現行建築規制下で敷地を最有効使用した建築物による隣接敷地の天

空遮蔽率と「絶対高さ制限」を適用した場合の隣接敷地の天空遮蔽率を推計したところ、

表－21に示すとおりケース1、2、12、13、14、15、18、19、20、24の10ケースで「絶対

高さ制限」を適用した場合に隣接敷地における天空遮蔽率が増加することとなった。これ

らのケースは、敷地面積が比較的狭く、現行建築規制下での建築物の高さが比較的低いた

め、「絶対高さ制限」による建築物の高さの低減幅が少なくなるためである。この結果、こ

れらのケースでは隣接敷地の地価は下落することになり、天空遮蔽率の変動による便益は

発生しない。 

一方、その他の18ケースでは、隣接敷地の天空遮蔽率は低減するという結果が得られ

た。 

次に、各ケースについて、推計した天空遮蔽率の差分に地価関数（表－6）における東

側及び南側天空遮蔽率の偏回帰係数（東側-0.2284、南側-0.4400）を乗じ、その合計値を

「絶対高さ制限」の便益とした（表－21）。 

この結果、天空遮蔽率が低減した18ケースでは、北側敷地、西側敷地において合わせ

て2～1,240円／㎡の便益（地価の上昇）が見られた。同じ「絶対高さ制限」の場合、敷地

面積が広く、建築物の高さの低減幅が大きくなるケースほど便益は大きくなることが分か

った。 

 

 

 

絶対高さ制限による
隣接敷地天空遮蔽率の変動

地価に換算
（便益）

現行建築規制下
敷地の最有効使用建築物による
隣接敷地の天空遮蔽率の推計

絶対高さ制限下
敷地の最有効使用建築物による
隣接敷地の天空遮蔽率の推計

〔天空遮蔽率の偏回帰係数〕
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図－14  Ａ市における便益の推計結果の例 

 

表－21  Ａ市における建築物の「絶対高さ制限」の便益 

（隣接敷地の天空遮蔽率の変動による地価の変動額、円／㎡） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

　　ケース8

敷地面積2,000㎡
指定容積率150％
延べ面積3,300㎡
絶対高さ制限15.0ｍ

　　ケース10

敷地面積4,000㎡
指定容積率150％
延べ面積6,600㎡
絶対高さ制限15.0ｍ

15.0ｍ

3.8ｍ

18.8ｍ

15.0ｍ

9.0ｍ

24.0ｍ

隣接敷地境界中央Ｐ点の
天空遮蔽率＝8.042％

隣接敷地境界中央Ｐ点の
天空遮蔽率＝11.120％

隣接敷地境界中央Ｐ点の
天空遮蔽率＝11.455％

隣接敷地境界中央Ｐ点の
天空遮蔽率＝9.227％

Ｐ Ｐ
Ｐ Ｐ

〔絶対高さ制限下〕 〔現行建築規制下〕 〔絶対高さ制限下〕 〔現行建築規制下〕

絶対高さ制限の便益＝224円／㎡ 絶対高さ制限の便益＝792円／㎡

便益＝｛（11.455－11.120）×（0.2284＋0.4400）｝×1000
　　＝224
東側天空遮蔽率の偏回帰係数＝－0.2284
南側天空遮蔽率の偏回帰係数＝－0.4400

便益＝｛（9.227－8.042）×（0.2284＋0.4400）｝×1000
　　＝792
東側天空遮蔽率の偏回帰係数＝－0.2284
南側天空遮蔽率の偏回帰係数＝－0.4400

500 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

ケース ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

天空遮蔽率
の変動 -0.30 -0.03 0.54 1.05 1.49 1.86

便益 -201 -18 359 702 995 1,240

ケース ─ ケース7 ケース8 ケース9 ケース10 ケース11

天空遮蔽率
の変動 ─ 0.00 0.33 0.77 1.18 1.55

便益 ─ 2 224 516 792 1,034

ケース ケース12 ケース13 ケース14 ケース15 ケース16 ケース17

天空遮蔽率
の変動

-1.01 -0.87 -0.55 -0.18 0.21 0.57

便益 -673 -581 -370 -119 137 381

ケース ケース18 ケース19 ケース20 ケース21 ケース22 ケース23

天空遮蔽率
の変動 -0.30 -0.27 -0.01 0.34 0.70 1.04

便益 -203 -179 -9 224 466 697

ケース ─ ケース24 ケース25 ケース26 ケース27 ケース28

天空遮蔽率
の変動

─ -0.01 0.04 0.30 0.62 0.94

便益 ─ -8 29 203 415 629

60／200 18.0

60／200 15.0

60／150 15.0

敷地面積（㎡）

60／200 12.0

60／150 12.0

指定建ぺい
率／容積率

（％）

絶対
高さ制限

（ｍ）
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Ⅲ－６ Ａ市における「絶対高さ制限」の費用便益分析 

各ケースについて、Ⅲ－４、Ⅲ－５で推計した費用と便益から、「絶対高さ制限」の費

用と便益を比較すると、表－22に示すとお

りケース3、4、5、8、9において、費用の

1.06～3.75倍の便益となった。 

Ａ市における「絶対高さ制限」の費用便

益分析の計算過程を表－23～31に示す。 
 

 

 

 

表－22 Ａ市における建築物の「絶対高さ制限」による費用と便益 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

500 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

ケース ケース1 ケース2 ケース3 ケース4 ケース5 ケース6

便益／費用 ─ ─ 3.75 1.79 1.26 0.98

便益－費用 -698 -24 263 309 206 -26

ケース ─ ケース7 ケース8 ケース9 ケース10 ケース11

便益／費用 ─ 0.09 1.17 1.06 0.90 0.76

便益－費用 ─ -20 33 28 -92 -327

ケース ケース12 ケース13 ケース14 ケース15 ケース16 ケース17

便益／費用 ─ ─ ─ ─ 0.09 0.17

便益－費用 -1,039 -1,319 -815 -1,072 -1,435 -1,901

ケース ケース18 ケース19 ケース20 ケース21 ケース22 ケース23

便益／費用 ─ ─ ─ 0.21 0.27 0.29

便益－費用 -284 -381 -580 -855 -1,232 -1,711

ケース ─ ケース24 ケース25 ケース26 ケース27 ケース28

便益／費用 ─ ─ 0.07 0.23 0.27 0.28

便益－費用 ─ -26 -359 -692 -1,099 -1,596

注1　費用、便益のいずれかがマイナスになったケースは、便益／費用の覧に─を付してある。

注2　（便益－費用）の単位は円／㎡

敷地面積（㎡）

60／200 12.0

60／150 12.0

60／150 15.0

指定建ぺい
率／容積率

（％）

絶対
高さ制限

（ｍ）

60／200 18.0

60／200 15.0

天空遮蔽率による
地価の変動

（便益）

収益還元地価の変動
（費用）

絶対高さ制限の費用と便益の比較
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表－24 Ａ市における地価関数の推計結果（その２） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

表－25 Ａ市におけるファミリー向け賃貸マンションの賃料単価関数の推計結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

重回帰式

変数名 偏回帰係数
標準

偏回帰係数
Ｆ　値 t　値 Ｐ　値 判　定 標準誤差 偏相関 単相関

敷地面積
（㎡）

-0.0013 -0.1277 2.0704 1.4389 0.1563 0.0009 -0.1975 -0.0982

最寄り駅までの距離
（ｍ）

-0.0055 -0.1870 4.1529 2.0379 0.0468 * 0.0027 -0.2744 -0.3961

実効容積率
（％）

0.2816 0.4083 19.2264 4.3848 0.0001 ** 0.0642 0.5232 0.5425

不整形・台形敷地
ダミー

-12.5231 -0.2507 8.4289 2.9033 0.0054 ** 4.3134 -0.3766 -0.3441

東側天空遮蔽率
（％）

-0.2284 -0.1574 3.0424 1.7443 0.0871 0.1310 -0.2373 -0.2226

南側天空遮蔽率
（％）

-0.4400 -0.2941 11.5082 3.3924 0.0013 ** 0.1297 -0.4291 -0.3160

ｂ鉄道
沿線ダミー

14.5369 0.2702 9.1405 3.0233 0.0039 ** 4.8083 0.3899 0.4218

定数項 115.0320 77.6656 8.8128 0.0000 ** 13.0528

精度

決定係数 0.6363

修正済決定係数 0.5864

面積
（㎡）

最寄り駅まで
の所要時間

（分）

中心駅まで
の所要時間

（分）

築年数
（年）

東向き
ダミー

西向き
ダミー

建物階数
賃料単価

（管理費込み）
（円／㎡）

合    計 9288.67 1748 519 1984.816667 18 26 661 226621.4863

平    均 57.69 10.86 3.22 12.33 0.11 0.16 4.11 1407.586914

標準偏差 8.65 5.59 2.72 6.29 0.32 0.37 1.34 160.7903442

サンプル数 161

相関行列
面積
（㎡）

最寄り駅まで
の所要時間

（分）

中心駅まで
の所要時間

（分）

築年数
（年）

東向き
ダミー

西向き
ダミー

建物階数
賃料単価

（管理費込み）
（円／㎡）

面積
（㎡）

1.0000

最寄り駅までの所要時間
（分）

-0.1395 1.0000

中心駅までの所要時間
（分）

0.1466 -0.3541 1.0000

築年数
（年）

-0.0943 0.0342 -0.2316 1.0000

東向き
ダミー

-0.1553 0.1254 -0.0653 0.0635 1.0000

西向き
ダミー

-0.0795 -0.0643 0.2739 -0.0224 -0.1557 1.0000

建物階数 0.1923 -0.0245 -0.0865 0.1173 0.1191 -0.0094 1.0000

賃料単価（管理費込み）
（円／㎡）

-0.4973 -0.0617 -0.3521 -0.3615 0.1789 -0.0316 0.0046 1.0000

重回帰式

変数名 偏回帰係数
標準

偏回帰係数
Ｆ　値 ｔ　値 Ｐ　値 判　定 標準誤差 偏相関 単相関

面積
（㎡）

-9.6282 -0.5180 110.4810 10.5110 0.0000 ** 0.9160 -0.6463 -0.4973

最寄り駅までの所要時間
（分）

-8.6989 -0.3024 35.8268 5.9855 0.0000 ** 1.4533 -0.4344 -0.0617

中心駅までの所要時間
（分）

-28.9162 -0.4897 89.4430 9.4574 0.0000 ** 3.0575 -0.6061 -0.3521

築年数
（年）

-13.6410 -0.5334 121.0086 11.0004 0.0000 ** 1.2401 -0.6633 -0.3615

東向き
ダミー

64.3428 0.1261 6.8693 2.6209 0.0096 ** 24.5496 0.2066 0.1789

建物階数 12.2287 0.1019 4.3627 2.0887 0.0384 * 5.8547 0.1660 0.0046

定数項 2261.5011 1350.2265 36.7454 0.0000 ** 61.5451

精度

決定係数 0.6646

修正済決定係数 0.6515
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表－26 Ａ市における分析に用いた建物階数関数の推計結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

敷地面積
（㎡）

指定容積率
（％）

建物階数

合    計 104241.4 24000 629

平    均 1240.97 285.71 7.488095284

標準偏差 966.44 135.96 2.162967682

サンプル数 84

相関行列
敷地面積

（㎡）
指定容積率

（％）
建物階数

敷地面積
（㎡）

1.0000

指定容積率
（％）

-0.4049 1.0000

建物階数 0.0053 0.7787 1.0000

重回帰式

変数名 偏回帰係数
標準

偏回帰係数
Ｆ　値 ｔ　値 Ｐ　値 判　定 標準誤差 偏相関 単相関

敷地面積
（㎡）

0.0009 0.3835 36.7873 6.0653 0.0000 ** 0.0001 0.5589 0.0053

指定容積率
（％）

0.0149 0.9340 218.1913 14.7713 0.0000 ** 0.0010 0.8540 0.7787

定数項 2.1779 27.9113 5.2831 0.0000 ** 0.4122

精度

決定係数 0.7293

修正済決定係数 0.7226
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表－28 Ａ市における建築物の「絶対高さ制限」の費用の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行
建築規制下

絶対
高さ制限下

ケース1 500 60／150 12 14.6 123.1 122.6 497

ケース2 1,000 60／150 12 15.9 128.2 128.2 5

ケース3 2,000 60／150 12 18.8 133.4 133.3 96

ケース4 3,000 60／150 12 21.3 136.7 136.3 392

ケース5 4,000 60／150 12 24.0 139.2 138.4 789

ケース6 5,000 60／150 12 26.7 141.3 140.0 1,266

ケース7 1,000 60／150 15 15.9 128.2 128.2 22

ケース8 2,000 60／150 15 18.8 133.4 133.2 191

ケース9 3,000 60／150 15 21.3 136.7 136.2 488

ケース10 4,000 60／150 15 24.0 139.2 138.3 884

ケース11 5,000 60／150 15 26.7 141.3 139.9 1,361

ケース12 500 60／200 12 16.8 165.6 165.3 365

ケース13 1,000 60／200 12 18.2 173.1 172.4 738

ケース14 2,000 60／200 12 20.9 180.2 179.8 445

ケース15 3,000 60／200 12 23.6 184.7 183.7 953

ケース16 4,000 60／200 12 26.3 188.1 186.5 1,572

ケース17 5,000 60／200 12 29.0 191.0 188.7 2,281

ケース18 500 60／200 15 16.8 166.3 166.2 81

ケース19 1,000 60／200 15 18.2 173.1 172.9 202

ケース20 2,000 60／200 15 20.9 180.2 179.6 572

ケース21 3,000 60／200 15 23.6 184.7 183.6 1,080

ケース22 4,000 60／200 15 26.3 188.1 186.4 1,699

ケース23 5,000 60／200 15 29.0 191.0 188.6 2,408

ケース24 1,000 60／200 18 18.2 173.1 173.1 18

ケース25 2,000 60／200 18 20.9 180.2 179.8 388

ケース26 3,000 60／200 18 23.6 184.7 183.8 896

ケース27 4,000 60／200 18 26.3 188.1 186.6 1,515

ケース28 5,000 60／200 18 29.0 191.0 188.7 2,224

建築物の
絶対高さ

制限の費用
（円／㎡）

現行
建築規制下

での高さ
（ｍ）

収益還元地価
（千円／㎡）

ケース
敷地面積

（㎡）

指定
建ぺい率／

容積率
（％）

建築物の
絶対高さ

制限
（ｍ）
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表－29 Ａ市における建築物の「絶対高さ制限」による隣接敷地の天空遮蔽率の変動 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

敷地面積（㎡）

指定容積率（％）

延べ面積（㎡） 825 825 1,650 1,650 3,300 3,300 4,950 4,950

建築面積（㎡） 170 206 311 413 531 825 696 1,238

建ぺい率（％） 33.9 41.3 31.1 41.3 26.6 41.3 23.2 41.3

建物間口長（ｍ） 13.0 14.4 17.6 20.3 23.0 28.7 26.4 35.2

建物階数 4.9 4.0 5.3 4.0 6.2 4.0 7.1 4.0

建物高さ（ｍ） 14.6 12.0 15.9 12.0 18.6 12.0 21.3 12.0

視点からの距離（ｍ） 4.7 4.0 7.0 5.7 10.8 8.0 14.2 9.8

視点における
天空遮蔽率（％）

16.11 16.41 13.92 13.94 11.45 10.92 10.09 9.04

視点における
天空遮蔽率の変動

-0.30 -0.03 0.54 1.05

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

敷地面積（㎡）

指定容積率（％）

延べ面積（㎡） 6,600 6,600 8,250 8,250 1,650 1,650 3,300 3,300

建築面積（㎡） 824 1,650 926 2,063 311 330 531 660

建ぺい率（％） 20.6 41.3 18.5 41.3 31.1 33.0 26.6 33.0

建物間口長（ｍ） 28.7 40.6 30.4 45.4 17.6 18.2 23.0 25.7

建物階数 8.0 4.0 8.9 4.0 5.3 5.0 6.2 5.0

建物高さ（ｍ） 24.0 12.0 26.7 12.0 15.9 15.0 18.6 15.0

視点からの距離（ｍ） 17.3 11.3 20.1 12.6 7.0 6.7 10.8 9.5

視点における
天空遮蔽率（％）

9.23 7.74 8.63 6.77 13.92 13.91 11.45 11.12

視点における
天空遮蔽率の変動

1.49 1.86 0.00 0.33

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

敷地面積（㎡）

指定容積率（％）

延べ面積（㎡） 4,950 4,950 6,600 6,600 8,250 8,250 1,100 1,100

建築面積（㎡） 696 990 824 1,320 926 1,650 196 275

建ぺい率（％） 23.2 33.0 20.6 33.0 18.5 33.0 39.2 55.0

建物間口長（ｍ） 26.4 31.5 28.7 36.3 30.4 40.6 14.0 16.6

建物階数 7.1 5.0 8.0 5.0 8.9 5.0 5.6 4.0

建物高さ（ｍ） 21.3 15.0 24.0 15.0 26.7 15.0 16.8 12.0

視点からの距離（ｍ） 14.2 11.7 17.3 13.5 20.1 15.0 4.2 2.9

視点における
天空遮蔽率（％）

10.09 9.32 9.23 8.04 8.63 7.08 17.78 18.79

視点における
天空遮蔽率の変動

0.77 1.18 1.55 -1.01

ケース11

150

150 150

ケース10

200

5,000

150

1,000 2,000

3,000 4,000 500

150 150

4,000 5,000

150

ケース7 ケース8

ケース9 ケース12

ケース5 ケース6

150 150 150 150

500 1,000 2,000 3,000

ケース4ケース1 ケース2 ケース3
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絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

敷地面積（㎡）

指定容積率（％）

延べ面積（㎡） 2,200 2,200 4,400 4,400 6,600 6,600 8,800 8,800

建築面積（㎡） 363 550 632 1,100 840 1,650 1,005 2,200

建ぺい率（％） 36.3 55.0 31.6 55.0 28.0 55.0 25.1 55.0

建物間口長（ｍ） 19.1 23.5 25.1 33.2 29.0 40.6 31.7 46.9

建物階数 6.1 4.0 7.0 4.0 7.9 4.0 8.8 4.0

建物高さ（ｍ） 18.2 12.0 20.9 12.0 23.6 12.0 26.3 12.0

視点からの距離（ｍ） 6.3 4.1 9.8 5.8 12.9 7.1 15.8 8.2

視点における
天空遮蔽率（％）

15.87 16.74 13.49 14.05 12.05 12.23 11.08 10.87

視点における
天空遮蔽率の変動

-0.87 -0.55 -0.18 0.21

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

敷地面積（㎡）

指定容積率（％）

延べ面積（㎡） 11,000 11,000 1,100 1,100 2,200 2,200 4,400 4,400

建築面積（㎡） 1,139 2,750 196 220 363 440 632 880

建ぺい率（％） 22.8 55.0 39.2 44.0 36.3 44.0 31.6 44.0

建物間口長（ｍ） 33.7 52.4 14.0 14.8 19.1 21.0 25.1 29.7

建物階数 9.7 4.0 5.6 5.0 6.1 5.0 7.0 5.0

建物高さ（ｍ） 29.0 12.0 16.8 15.0 18.2 15.0 20.9 15.0

視点からの距離（ｍ） 18.5 9.1 4.2 3.8 6.3 5.3 9.8 7.5

視点における
天空遮蔽率（％）

10.38 9.81 17.78 18.08 15.87 16.14 13.49 13.51

視点における
天空遮蔽率の変動

0.57 -0.30 -0.27 -0.01

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

敷地面積（㎡）

指定容積率（％）

延べ面積（㎡） 6,600 6,600 8,800 8,800 11,000 11,000 2,200 2,200

建築面積（㎡） 840 1,320 1,005 1,760 1,139 2,200 363 367

建ぺい率（％） 28.0 44.0 25.1 44.0 22.8 44.0 36.3 36.7

建物間口長（ｍ） 29.0 36.3 31.7 42.0 33.7 46.9 19.1 19.1

建物階数 7.9 5.0 8.8 5.0 9.7 5.0 6.1 6.0

建物高さ（ｍ） 23.6 15.0 26.3 15.0 29.0 15.0 18.2 18.0

視点からの距離（ｍ） 12.9 9.2 15.8 10.6 18.5 11.9 6.3 6.2

視点における
天空遮蔽率（％）

12.05 11.71 11.08 10.38 10.38 9.34 15.87 15.88

視点における
天空遮蔽率の変動

0.34 0.70 1.04 -0.01
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ケース16

200

ケース13

1,000
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200

ケース24

200

ケース17

5,000

ケース15

200 200 200

2,000 3,000 4,000

ケース14

200

200 200 200

2,000

3,000 4,000

ケース20

ケース21 ケース22 ケース23

200 200

500 1,000

ケース19ケース18
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絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

絶対高さ
制限無し

絶対高さ
制限有り

敷地面積（㎡）

指定容積率（％）

延べ面積（㎡） 4,400 4,400 6,600 6,600 8,800 8,800 11,000 11,000

建築面積（㎡） 632 733 840 1,100 1,005 1,467 1,139 1,833

建ぺい率（％） 31.6 36.7 28.0 36.7 25.1 36.7 22.8 36.7

建物間口長（ｍ） 25.1 27.1 29.0 33.2 31.7 38.3 33.7 42.8

建物階数 7.0 6.0 7.9 6.0 8.8 6.0 9.7 6.0

建物高さ（ｍ） 20.9 18.0 23.6 18.0 26.3 18.0 29.0 18.0

視点からの距離（ｍ） 9.8 8.8 12.9 10.8 15.8 12.5 18.5 13.9

視点における
天空遮蔽率（％）

13.49 13.45 12.05 11.75 11.08 10.46 10.38 9.44

視点における
天空遮蔽率の変動

0.04 0.30 0.62 0.94

200

ケース27 ケース28

4,000 5,000

200 200

ケース26

200

2,000 3,000

ケース25

注1　延べ面積＝敷地面積×指定容積率×1.1と想定した。
 　2　指定建ぺい率はすべて60％である。
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表－30 Ａ市における建築物の「絶対高さ制限」の便益の推計 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ケース1 500 60／150 12 14.6 -0.30 -132 -69 -201

ケース2 1,000 60／150 12 15.9 -0.03 -12 -6 -18

ケース3 2,000 60／150 12 18.8 0.54 236 123 359

ケース4 3,000 60／150 12 21.3 1.05 462 240 702

ケース5 4,000 60／150 12 24.0 1.49 655 340 995

ケース6 5,000 60／150 12 26.7 1.86 816 424 1240

ケース7 1,000 60／150 15 15.9 0.00 1 1 2

ケース8 2,000 60／150 15 18.8 0.33 147 76 224

ケース9 3,000 60／150 15 21.3 0.77 340 176 516

ケース10 4,000 60／150 15 24.0 1.18 521 271 792

ケース11 5,000 60／150 15 26.7 1.55 680 353 1034

ケース12 500 60／200 12 16.8 -1.01 -443 -230 -673

ケース13 1,000 60／200 12 18.2 -0.87 -383 -199 -581

ケース14 2,000 60／200 12 20.9 -0.55 -243 -126 -370

ケース15 3,000 60／200 12 23.6 -0.18 -78 -41 -119

ケース16 4,000 60／200 12 26.3 0.21 90 47 137

ケース17 5,000 60／200 12 29.0 0.57 251 130 381

ケース18 500 60／200 15 16.8 -0.30 -133 -69 -203

ケース19 1,000 60／200 15 18.2 -0.27 -118 -61 -179

ケース20 2,000 60／200 15 20.9 -0.01 -6 -3 -9

ケース21 3,000 60／200 15 23.6 0.34 148 77 224

ケース22 4,000 60／200 15 26.3 0.70 307 159 466

ケース23 5,000 60／200 15 29.0 1.04 459 238 697

ケース24 1,000 60／200 18 18.2 -0.01 -5 -3 -8

ケース25 2,000 60／200 18 20.9 0.04 19 10 29

ケース26 3,000 60／200 18 23.6 0.30 134 70 203

ケース27 4,000 60／200 18 26.3 0.62 273 142 415

ケース28 5,000 60／200 18 29.0 0.94 414 215 629

絶対高さ
制限の便益
（円／㎡）

建築物の
絶対高さ

制限
（ｍ）

絶対高さ
制限による
隣接敷地の
天空遮蔽率

の変動

北側敷地の
地価変動
（円／㎡）

西側敷地の
地価変動
（円／㎡）

指定
建ぺい率／

容積率
（％）

現行
建築規制下

での高さ
（ｍ）

ケース
敷地面積

（㎡）
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表－31 Ａ市における建築物の「絶対高さ制限」による費用と便益 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ケース1 500 60／150 12 14.6 497 -201 ─ -698

ケース2 1,000 60／150 12 15.9 5 -18 ─ -24

ケース3 2,000 60／150 12 18.8 96 359 3.75 263

ケース4 3,000 60／150 12 21.3 392 702 1.79 309

ケース5 4,000 60／150 12 24.0 789 995 1.26 206

ケース6 5,000 60／150 12 26.7 1,266 1240 0.98 -26

ケース7 1,000 60／150 15 15.9 22 2 0.09 -20

ケース8 2,000 60／150 15 18.8 191 224 1.17 33

ケース9 3,000 60／150 15 21.3 488 516 1.06 28

ケース10 4,000 60／150 15 24.0 884 792 0.90 -92

ケース11 5,000 60／150 15 26.7 1,361 1034 0.76 -327

ケース12 500 60／200 12 16.8 365 -673 ─ -1,039

ケース13 1,000 60／200 12 18.2 738 -581 ─ -1,319

ケース14 2,000 60／200 12 20.9 445 -370 ─ -815

ケース15 3,000 60／200 12 23.6 953 -119 ─ -1,072

ケース16 4,000 60／200 12 26.3 1,572 137 0.09 -1,435

ケース17 5,000 60／200 12 29.0 2,281 381 0.17 -1,901

ケース18 500 60／200 15 16.8 81 -203 ─ -284

ケース19 1,000 60／200 15 18.2 202 -179 ─ -381

ケース20 2,000 60／200 15 20.9 572 -9 ─ -580

ケース21 3,000 60／200 15 23.6 1,080 224 0.21 -855

ケース22 4,000 60／200 15 26.3 1,699 466 0.27 -1,232

ケース23 5,000 60／200 15 29.0 2,408 697 0.29 -1,711

ケース24 1,000 60／200 18 18.2 18 -8 ─ -26

ケース25 2,000 60／200 18 20.9 388 29 0.07 -359

ケース26 3,000 60／200 18 23.6 896 203 0.23 -692

ケース27 4,000 60／200 18 26.3 1,515 415 0.27 -1,099

ケース28 5,000 60／200 18 29.0 2,224 629 0.28 -1,596

ケース 便益／費用
便益－費用
（円／㎡）

建築物の
絶対高さ

制限の便益
（円／㎡）

建築物の
絶対高さ

制限
（ｍ）

現行
建築規制下

での高さ
（ｍ）

建築物の
絶対高さ

制限の費用
（円／㎡）

敷地面積
（㎡）

指定
建ぺい率／

容積率
（％）
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Ⅲ－７ Ａ市において考えられる分析結果の活用方向 

前述の分析は、低層住宅が主体の市街地における中高層マンション等による建築紛争の

防止を潜在的な目的とした高さ規制の効果をヘドニック法を用いて分析した例である。 

高さ規制を行うことによる社会的な便益と費用の双方が存在し、規制内容や土地の条件

によって、プラス、マイナス両方の結果が現れた。 

この分析結果の活用については、次のような方向が考えられる。 
 

① 分析対象区域の指定建ぺい率／容積率別の敷地規模別面積データを利用し、費用と便

益の総量を推計し、総費用と総便益を比較検討する。 

 

② 便益より費用が上回っているケースに着目して、規制の導入の有無や、規制の程度、

規制の適用区域の再検討を行う。 

 

③ 上記分析では対象としていない、表－1 で示した景観規制の効果（歴史的な街並みの

保全、眺望の確保、シンボル的景観価値の保全、来訪者、観光客の増加による商業収益・

観光収益の増加等）についても、他の方法による分析も含め、あわせて検討を行う。 

 

④ 分析対象区域全体として、便益を増加させ、あるいは、費用を減少させるような規制

以外の措置についても、あわせて検討を行う。 

 
Ａ市においては、これらの検討結果を踏まえつつ、建築物に対する景観規制の内容及び

必要性について総合的に判断することが望ましい。 
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